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Ⅴ 地域戦略 

地域の特性や資源を活かした魅力ある地域づくりを進めていくためには、それぞれの市町

村ごとの取組に加え、市町村の区域を越えた連携が重要であり、また、持続可能な地域づく

りを進めていくためには、地域それぞれの特性や実情に応じ、都市と農山漁村、地域の中核

となる都市と近隣の市町村など、広域的で多層的な連携・補完を行いながら、地域における

多様な主体が一体となって取組を進めていくことが必要である。 

このため、地域づくりの拠点である振興局が中心となって進める施策や、振興局の区域を

越えた広域連携による施策について、基本的な方向性を「連携地域別政策展開方針※」として

提示し、地域戦略として位置づける。 

また、その推進に当たっては、「地方創生タスクフォース会議」の枠組みも効果的に活用し、

国の地方支分部局の協力も得ながら施策の充実を図り、本戦略に掲げる重点戦略プロジェ

クトや基本戦略と一体で取組を展開する。 

 

 

 

● 総合振興局・振興局の所在地 
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連 携 地 域 総 合 振 興 局 ・ 振 興 局 

道央広域連携地域 
① 空知総合振興局  ② 石狩振興局  ③ 後志総合振興局 

④ 胆振総合振興局  ⑤ 日高振興局 

道 南 連 携 地 域 ⑥ 渡島総合振興局  ⑦ 檜山振興局 

道 北 連 携 地 域 ⑧ 上川総合振興局  ⑨ 留萌振興局  ⑩ 宗谷総合振興局 

オホーツク連携地域 ⑪ オホーツク総合振興局 

十 勝 連 携 地 域 ⑫ 十勝総合振興局 

釧路・根室連携地域 ⑬ 釧路総合振興局  ⑭ 根室振興局 

 

地域戦略推進の考え方 

■ 振興局ごとの地域特性や地域課題に応じた広域的な施策の推進  

地域全体に波及する市町村の取組、市町村が相互に連携した広域的な取組など、単

体の市町村では解決が難しい、あるいは、連携により一層効果が見込まれる取組を進

める。 

■ 多様な主体による協働 

地域特有の課題やニーズを十分踏まえて、地域住民をはじめ、企業、ＮＰＯなど地域

の関係者が一体となった取組を進める。 

■ 市町村とのパートナーシップ 

道と市町村のスクラムをより一層強化し、市町村総合戦略と連携した取組を進める。 

■ 国と地域の推進体制の効果的な活用 

国と地域が一体となった推進体制である「地方創生タスクフォース会議」の枠組みな

どを効果的に活用し、地方支分部局と振興局が連携して地域のプロジェクトを磨き上

げ、推進していく。 

■ 振興局の区域を越えた広域連携による施策の展開 

地域課題の性質、効果や影響の及ぶエリアなどを勘案し、振興局の区域を越えたより

広域的な連携を促進するなど、柔軟な発想のもとで施策の展開を図る。 
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Ⅵ 市町村戦略支援 

北海道の創生に向けては、総合戦略の着実な推進とともに、道と市町村が強固な連携の

もとで課題の認識を共有し、総合戦略と市町村総合戦略との有機的な連携を図りながら、取

組を一体的に推進することが重要である。 

このため、「地域とともに考え行動する」という発想のもと、地域づくりの拠点である振興局

を中心に、地域の実情に応じ、市町村総合戦略の着実な推進に資する市町村の創意工夫を

活かした取組が行えるよう、「資金・人・情報」の３つの側面から積極的に支援を行う。 

また、地域課題の解決に当たり、民間が有するノウハウの活用が求められるものについて

は、｢ほっかいどう応援団会議※｣などを通じた支援の充実を図る。 

■ 取組の構成 

各自治体が創意工夫しながら、効果的な事業を立案・実施することが出来るよう、次の施

策を展開。 

財 政 的 支 援  情 報 支 援  人 的 支 援 

地域に根ざした振興局

事業や道と市町村による

協働事業の実施、市町村

が実施する事業に対する

支援 

 課題解決に向けた振興

局と地域の関係者等との

意見交換の実施、各種情

報ツールを用いた情報提

供・発信 

 道職員の派遣や、デジ

タル技術の活用に関する

専門的な知識を有する外

部アドバイザーの派遣な

ど 

 

それぞれの地域の実情に応じた市町村の取組による効果的な総合戦略の推進  

 

１ 財政的支援 

（１） 地域づくり総合交付金 

地域の課題解決や地域活性化を図るため、地域創生に関する施策の推進をはじめとした

市町村等の創意あふれる主体的な取組を支援。 

（２） 振興局独自事業（地域政策推進事業・地域共創推進事業） 

個性ある地域づくりを推進するため、振興局自らが地域との連携・協働のもと、政策形成

から事業展開まで一貫して地域に根ざした政策を実施。 

（３） 国の地方創生関係交付金の活用に向けた支援 

市町村の自主性と創意工夫に基づき、地域の多様な主体の参画を通じた地域創生に資す

る施策に継続的・安定的に取り組むことができるよう、国の地方創生関係交付金の活用に向

けた適切な助言等相談対応を実施。 
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（４） ふるさと納税の活用に向けた支援 

ふるさと納税制度の活用促進のため、研修会や相談会の開催、民間ポータルサイトと連携

した取組を実施するほか、「ほっかいどう応援団会議※」等を通じ、市町村と企業とのマッチン

グ機会の拡大に向けた取組などを実施。 

２ 情報支援 

（１） 市町村の課題把握と情報共有 

振興局が中心となって、市町村戦略の検討の場などへの参画や地域づくり連携会議の開

催などにより、市町村が抱える課題やニーズをきめ細かく把握・共有し、地域の実情に応じた

市町村の取組を支援。 

（２） 市町村の取組に資する情報の提供 

道内各地の先駆的な取組事例などを紹介する北海道創生ジャーナル「創る」の発行や先進

的、特徴的な取組事例のＨＰ掲載などにより、先行事例を紹介。 

また、地域創生に資する道の取組に関する情報の提供や国の新制度等に関する市町村か

らの相談対応を実施。 

（３） 特定地域づくり事業※協同組合制度の周知、認定 

地域の年間を通じた安定的な雇用環境を整備し、地域の担い手を確保するため、都道府

県知事の認定により、事業協同組合が、労働者派遣事業を届出で実施することや国や市町

村から財政支援を受けられることを可能とする本制度について、その仕組みやメリットの周

知に努め、積極的な活用をサポートするとともに、適切に認定を行う。 

（４） 各種計画を通じた地域の関係者間の情報共有 

まちづくりを支える交通ネットワークの維持・確保に向けた地域公共交通計画の推進など

各種計画の方向性を踏まえた施策展開が出来るよう、必要な助言を行うなど、市町村の課

題解決に向けて協力。 

３ 人的支援 

（１） 地域振興派遣などの職員派遣 

広域性やモデル性の高い取組等を推進する市町村に対し、地域創生枠として、振興局長の

裁量による道職員の派遣や、短期的に地域に出向き地域振興の取組を支援する「地域創生

出張サポート制度」などによる支援を実施。 

（２） 市町村の広域連携に向けた支援 

市町村が基幹的な行政サービスを将来にわたり維持・確保できるよう振興局が市町村間

の取組をコーディネートする役割を担うとともに、財政面、人材面で地域の実情に応じた広

域連携の取組を支援。 
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（３） 市町村のデジタル化の支援 

自治体ＤＸ※の推進に向けて、デジタル技術の活用に関するノウハウや人材の不足に課題

を持つ市町村に対し、専門的知識を有するアドバイザーを道が確保し、派遣して相談対応す

るなどの取組により、市町村のデジタル化を支援。 

（４） 国の地方支分部局と連携した支援 

国の地方支分部局の職員が有する地域に根ざした専門的知見やノウハウと市町村が抱え

る地域課題との的確なマッチングを図るなど、地方支分部局と道が連携した市町村支援の充

実・強化に向けた取組を実施。 

（５） 大学等との連携に向けた支援 

市町村単独では対応が困難な地域課題の解決に向けて、市町村が大学等の高等教育機関

が有する多角的かつ専門的な知見を活かして取組を進められるよう、大学等と市町村の連

携に向けた支援を実施。 

（６） 学校を核とした地域づくりへの支援 

学校という場を核とした連携・協働の取組を通じて、自立した地域社会の基盤の構築・活

性化を図るため、学校と地域をつなぐコーディネーターの育成を推進するほか、地域のニー

ズを把握しながら、市町村等の創意・工夫を活かした取組に対し支援を実施。 

（７） 地域おこし協力隊※へのサポート 

地域活性化に重要な存在となっている地域おこし協力隊※員の更なる確保や任期後の定

住に向け、ほっかいどう協力隊ワンストップ窓口の設置や協力隊専用ポータルサイトの開設

など、隊員及び市町村に対する各段階の支援を効果的に実施。 
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Ⅶ 戦略の推進管理 

（１） KPI（重要業績評価指標）に基づく進捗管理 

総合戦略に掲げる施策の進捗度を客観的に把握するため、基本戦略の柱ごとに数値目標

を、また、施策ごとにＫＰＩ（重要業績評価指標）を設定する。特にＫＰＩについては、可能な限り

数値による目標値を設定することとし、毎年度の戦略の進捗管理の基本データとして活用す

る。 

なお、目標値については、特定分野別計画の改定内容等も踏まえながら、必要に応じて見

直しを行う。 

KPI （Key Performance Indicators / 重要業績評価指標） 

目標の達成度合いを計る定量的な指標のこと。 

（２） 指標設定の基準と考え方 

原則、基本戦略の柱ごとに数値目標を、また、施策ごとにＫＰＩを設定。指標項目の性格や

精度により、具体の数値による設定が困難なものは、全国平均値や現状値との比較などによ

り設定している。 

目標の設定年次は、策定時との比較が可能となるよう原則として令和６年度を基準とし、

令和７年度から５年後（令和１１年（年度））としている。ただし、国の計画などに合わせて設定

する場合は、これに準じることとしている。 

（３） ＰＤＣＡサイクルによる戦略の推進 

地域創生は、文字通り「地域」自らが未来を「創生」するものであり、総合戦略はその手段で

あることから、時代に即応して不断に見直しを行わなければならない。 

このため、毎年度、道の総合計画と連動した政策評価の仕組みによるＰＤＣＡサイクルと、

その評価結果を踏まえながら、産官学金労言※の代表者等で構成する「北海道創生協議会」

における議論を通じ、戦略の検証、見直しを行うなど、地域自らが考え、行動を起こすための

合意形成に努めていく。 

ＰＤＣＡサイクル 

計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善（Action）という４段階の活動を繰り

返し行なうことで、継続的に業務プロセスを改善していく手法。 
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附属資料 

策定経過 

（１） 北海道創生協議会 

策定に当たり「第２期北海道創生総合戦略」の検証及び「第３期北海道創生総合戦略」に向

けた課題の抽出等に関する議論を行うため、「北海道創生協議会」の下に検証ワーキンググ

ループを設置し、検証を実施した。 

検証結果をもとに、北海道創生協議会において「第３期北海道創生総合戦略」の策定に向

けた協議・検討を進めた。 

 

〔北海道創生協議会 構成員名簿〕 

北海道 

   知事  鈴木 直道 [共同座長] 

北海道経済連合会 

   会長  藤井 裕 [共同座長]  

一般社団法人北海道商工会議所連合会 

   会頭  岩田 圭剛 

北海道商工会連合会 

   会長  吉住 淳男 

北海道農業協同組合中央会 

   代表理事会長  樽󠄀井 功 

北海道漁業協同組合連合会 

   代表理事会長  阿部 国雄 

北海道森林組合連合会 

   代表理事会長  有末 道弘 

北海道木材産業協同組合連合会 

   代表理事会長  三津橋 央 

北海道市長会 

   旭川市長  今津 寛介 

北海道町村会 

   上士幌町長  竹中 貢 

株式会社北洋銀行 

   取締役頭取  津山 博恒 

株式会社北海道銀行 

   代表取締役頭取  兼間 祐二 

株式会社日本政策投資銀行 

   北海道支店長  江村 一幸 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

   会長  須間 等 

株式会社北海道新聞社 

   代表取締役社長  宮口 宏夫 

一般社団法人北海道医師会 

   会長  松家 治道 

社会福祉法人北海道社会福祉協議会 

   会長  長瀨 清 

北海道大学大学院 

   情報科学研究院教授  川村 秀憲 

札幌大学 

   地域共創学群教授  武岡 明子 
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〔開催及び検討経過〕 

時  期 主 な 内 容 

令和５年 １１月２０日 ⚫ 北海道創生協議会に検証ワーキンググループ設置 

 １２月２５日 ⚫ 第１回検証ワーキンググループ 

・ 検証の項目・内容について 

・ 検証の進め方について 

・ 北海道人口ビジョンに関する論点・ポイント 

・ 第２期北海道創生総合戦略に関する論点・ポイント 

令和６年 1月２４日 ⚫ 第２回検証ワーキンググループ 

・ 北海道人口ビジョンの検証・方向性 

・ 北海道創生総合戦略の検証・方向性 

 ２月１６日 ⚫ 第３回検証ワーキンググループ 

・ 検証・方向性について 

・ 人口減少下における本道がめざす姿の検討について 

・ 重点的に取り組むべき事項について 

・ 検証報告書のとりまとめについて 

 ３月２２日 ⚫ 第４回検証ワーキンググループ 

⚫ 第１７回北海道創生協議会幹事会 

・ 北海道人口動態実態調査・要因分析結果について 

・ 検証報告（案）について 

 ５月１０日 ⚫ 第１８回北海道創生協議会幹事会 

・ 第２期北海道創生総合戦略の検証報告について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の策定について 

 ５月２２日 ⚫ 第２０回北海道創生協議会 

・ 第２期北海道創生総合戦略の検証報告について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の策定について 

 ９月 ５日 ⚫ 第１９回北海道創生協議会幹事会（書面開催） 

・ 第３期北海道創生総合戦略 骨子案の意見照会 

 １０月２８日 ⚫ 第２０回北海道創生協議会幹事会 

・ 北海道人口ビジョン（２０２４年度改訂版）の素案について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の素案について 

 １１月２６日 ⚫ 第２１回北海道創生協議会（書面開催） 

・ 北海道人口ビジョン（２０２４年度改訂版）の素案について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の素案について 

令和７年 １月２３日 ⚫ 第２１回北海道創生協議会幹事会 

・ 北海道人口ビジョン（２０２４年度改訂版）の原案について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の原案について 

 ２月 ５日 ⚫ 第２２回北海道創生協議会 

・ 北海道人口ビジョン（２０２４年度改訂版）の原案について 

・ 第３期北海道創生総合戦略の原案について 
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（２） 道民意見の把握 

「第３期北海道創生総合戦略」の策定に当たっては、道民の意向を把握するため、アンケー

ト形式による調査や団体等へのヒアリング、道民意見提出手続（パブリックコメント）を実施

し、それらを踏まえて検討を進めた。 

区  分 実 施 内 容 

骨子案に対する 

意見聴取 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

〔意 見〕 

令和 6 年 9 月 

各団体（３６団体）、各市町村 

素案の策定に向け書面による意見聴取  

３７件 

地域住民等からの 

意見聴取 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

 

 

〔方 法〕 

令和 5 年 7 月～10 月 

各振興局地域の一次産業の従事者・団体、商工会議所・商工

会、観光団体、医療・介護福祉等の役職者、職員、地域づくりを

担っている方々等（１０１名） 

個別訪問による意見聴取 

高校・大学からの 

意見聴取 

（令和５年度） 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

〔回 答〕 

令和 5 年 7 月～10 月 

道内の高校生及び大学生 

学校訪問による意見聴取と併せてアンケート調査も実施  

１,３３８件 

小学校・中学校・ 

高校からの 

意見聴取 

（令和６年度） 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

〔回 答〕 

令和 6 年 5 月、令和 6 年 9 月～12 月 

道内の小学生、中学生及び高校生  

学校訪問による意見聴取と併せてアンケート調査も実施  

２,５０９件 

大学からの 

意見聴取 

（令和６年度） 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

令和 6 年 10 月 

大学生 

大学の講義（２大学） 

道内高校への 

意識調査 

（進路指導担当） 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

〔回 答〕 

令和 5 年 10 月 

進路指導担当教員（２７５校） 

若者の転出超過に係るアンケート調査  

１２８校 

道内大学への 

意識調査 

（就職支援担当） 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

〔回 答〕 

令和 5 年 10 月 

就職支援担当者（３３大学） 

若者の転出超過に係るアンケート調査  

１５大学 

団体等ヒアリング 

〔時 期〕 

〔対 象〕 

〔方 法〕 

令和 6 年 10 月 

５団体、北海道労働局 

素案の策定に向け対面による意見交換  

道民意見提出手続 

（パブリックコメント） 

〔時 期〕 

〔方 法〕 

〔意 見〕 

令和 6 年 11 月 26 日～12 月 25 日 

素案に対する意見募集 

７団体 ９４名 ９６件 
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見直し経過 

（１） 北海道創生協議会 

国の動向や国と地域が一体となった推進体制の構築等を踏まえた新たな視点や施策等を

適切に反映するとともに、社会経済情勢の変化にも対応しながら、より一層効果的に取組を

推進するため、第３期北海道創生総合戦略を見直すこととし、北海道創生協議会において、

改訂に向けた協議・検討を進めた。 

 

〔北海道創生協議会 構成員名簿〕 

北海道 

   知事  鈴木 直道 [共同座長] 

北海道経済連合会 

   会長  藤井 裕 [共同座長]  

一般社団法人北海道商工会議所連合会 

   会頭  安田 光春 

北海道商工会連合会 

   会長  吉住 淳男 

北海道農業協同組合中央会 

   代表理事会長  樽󠄀井 功 

北海道漁業協同組合連合会 

   代表理事会長  阿部 国雄 

北海道森林組合連合会 

   代表理事会長  有末 道弘 

北海道木材産業協同組合連合会 

   代表理事会長  三津橋 央 

北海道市長会 

   旭川市長  今津 寛介 

北海道町村会 

   上士幌町長  竹中 貢 

株式会社北洋銀行 

   取締役頭取  津山 博恒 

株式会社北海道銀行 

   代表取締役頭取  兼間 祐二 

株式会社日本政策投資銀行 

   北海道支店長  江村 一幸 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

   会長  須間 等 

株式会社北海道新聞社 

   代表取締役社長  堀井 友二 

一般社団法人北海道医師会 

   会長  松家 治道 

社会福祉法人北海道社会福祉協議会 

   会長  塚本 泰司 

北海道大学大学院 

   情報科学研究院教授  川村 秀憲 

札幌大学 

   地域共創学群教授  武岡 明子 
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〔開催及び検討経過〕 

時  期 主 な 内 容 

令和７年 ５月１９日 ⚫ 第 22 回北海道創生協議会幹事会 

・ 地方創生 2.0 に係る国の動向等について 

 ６月 ２日 ⚫ 第 23 回北海道創生協議会 

・ 「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）について 

 ７月２８日 ⚫ 第 23 回北海道創生協議会幹事会 

北海道創生 2.0 実務者ワーキング（第 1 回） 

・ 実務者ワーキングの開催趣旨、スケジュールについて 

・ 「地方創生タスクフォース会議」（6/30）について 

 ９月１７日 ⚫ 第 24 回北海道創生協議会幹事会 

北海道創生 2.0 実務者ワーキング（第 2 回） 

・ 第３期北海道創生総合戦略の見直し方針について 

・ 地方創生に係る「広域リージョン連携」について 

・ 現状と課題の共有について（意見交換） 

 １１月 ６日 ⚫ 第 2５回北海道創生協議会幹事会 

北海道創生 2.0 実務者ワーキング（第 3 回） 

・ 現状と課題の共有と意見交換の概要について 

・ 地方創生タスクフォース会議実務者会合について 

・ 第３期北海道創生総合戦略 改訂版の素案について 

 １１月２７日 ⚫ 第２４回北海道創生協議会（書面開催） 

・ 第３期北海道創生総合戦略 改訂版の素案について 

令和８年 １月２６日 ⚫ 第 2６回北海道創生協議会幹事会 

・ 地方創生に係る国の動向について 

・ 第３期北海道創生総合戦略 改訂版の原案について 

・ 令和７年度 新しい地方経済・生活環境創生交付金の事業進捗  

状況・効果検証について 

・ 広域リージョン連携について 

 ２月 ５日 ⚫ 第２５回北海道創生協議会 

・ 第３期北海道創生総合戦略 改訂版の原案について 
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（２） 道民意見の把握 

「第３期北海道創生総合戦略」の改訂に当たっては、道民の意向を把握するため、若者や女

性、地域おこし協力隊※へのヒアリング、道民意見提出手続（パブリックコメント）を実施し、そ

れらを踏まえて検討を進めた。 

若者からの意見聴取 

〔小学生・中学生・高校生からの意見聴取〕 

[1] 時 期  令和７（２０２５）年９月～１２月 

[２] 対 象  道内のこども・若者（小学校・中学校・高校生年代） 

[３] 内 容  「北海道こどもの意見反映推進事業」を活用し、学校への訪問（４校５４名）や

インターネットアンケート等（２８２件）により、意見を聴取 

テ ー マ 主 な 意 見 

住んでいる 

街の好きな 

と こ ろ 

⚫ 海や山などの自然が多くきれい、空気がきれい、動物が多い 

⚫ 食べ物がおいしい、ご飯（お米）がおいしい、給食がおいしい 

⚫ イカやアワビ、ウニなどの水産物がたくさんある、特産物を使った料理

がある 

⚫ 優しい人が多い、地域の人たちの仲が良い、治安が良い 

⚫ 高校生まで病院が無料、公共施設が使える 

⚫ 歴史が多い、世界遺産や文化遺産がきれい 

⚫ 方言が心に残る、方言が良い 

北 海 道 に 

住 み 続 け 

た い 理 由 

⚫ 本州より暑くない、雪遊びが楽しい 

⚫ 海や山などの自然が多くきれい、空気がきれい 

⚫ 食べ物が美味しい、北海道限定のお菓子や食べ物がある 

⚫ 治安が良い、平和、台風が来ない 

⚫ 家族や友達、ペットと離れたくない 

北海道から 

出たい理由 

⚫ 都会に行きたい、やっぱり憧れる、夢を叶えたい 

⚫ 都会よりもお店が少ない、都会で見たことのないものを見たい 

⚫ 憧れの人や芸能人に会いたい、世界陸上を生で見たい 

⚫ いろいろな人と話をしてみたい 

⚫ 寒さや冬の長さなど、冬が厳しい 

⚫ クマがいるから、クマが怖い、クマの被害が多い 

⚫ 蛾やカメムシが多い 
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〔大学生からの意見聴取〕 

[1] 時 期  令和７（２０２５）年１１月～１２月 

[2] 対 象  道内１１大学 

圏  域 実 施 大 学 

道  央 
① 公立千歳科学技術大学 

③ 北海商科大学 

② 北海学園大学 

④ 星槎道都大学 

道  南 ⑤ 函館大学 

道  北 ⑥ 旭川市立大学 

オホーツク ⑦ 北見工業大学 ⑧ 東京農業大学 北海道オホーツクキャンパス 

十  勝 ⑨ 帯広畜産大学 

釧路・根室 ⑩ 北海道教育大学釧路校 ⑪ 釧路公立大学 

[３] 実施概要 

① 公立千歳科学技術大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 12 月 11 日（木） 公立千歳科学技術大学 本部棟 Ｂ２０４教室 

〔参 加 者〕 理工学部情報システム工学科 曽我研究室に所属する大学院２年生及び 

学部３～４年生 １２名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「自然減少（出生率低下・少子高

齢化）」、「社会減少（転出超過・地域の魅力不足）」、「札幌一極集中及び若者・女性

の流出」の要因と対応策について、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ ３世代世帯は合計特殊出生率が高い傾向にあることから、出生率と祖父母による子育ての協

力には相関がある。また、高齢化による医療費増加も問題となっていることから、祖父母が孫

と参加するイベントがあると、親の育児負担が減って出生率は上がり、皆が健康になるのでは 

⚫ 若者に農業への就業を促し、定着してもらうため、農業に憧れを抱いてもらえるような幼少期

からの食の教育や、就農者のモチベーションを上げる認証制度の仕組みをつくってはどうか 

⚫ 女性流出の対応策として、女性専用住宅の設置による暮らしの魅力づくりや、各職業のＵター

ンに向けた呼びかけ動画の作成を行ってはどうか 
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② 北海学園大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 12 月 26 日（金） 北海学園大学 ７号館 D31 教室 

〔参 加 者〕 経済学部地域経済学科 濱田ゼミを履修する２～３年生等 ２６名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 北海道は大学の選択肢が少ないことに加え、産休・育休が取得しやすいなど、女性が働きやす

い企業も少ないことから、都会に出て行ってしまうのではないか 

⚫ 「北海道に残ってもらう」「北海道から出て行った人に戻ってきてもらう」「本州の人を呼び込

む」の３つの観点から、子育て支援などの様々な施策を考えていく必要がある 

⚫ 雪に影響されない地下鉄などの公共交通機関があり、都会へのアクセスが改善されると、地

域から出て行かなくなるのではないか 

⚫ 北海道に多い一次産業への就職を促すため、３K のイメージを取り除く必要がある 

⚫ 大学に AI などの専門学部を設置し、道内に多い一次産業への AI の活用などを学ぶことが

できれば、道内での就職を考えるようになるのではないか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③ 北海商科大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 11 日（火） 北海商科大学 １号館３０５講義室 

〔参 加 者〕 商学部に所属し観光学Ⅰを履修する１～２年生 ７４名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ ＴｉｋＴｏｋなどのＳＮＳでは、都会のキラキラした情報が多く、都会に憧れて出て行く人が多い 

⚫ ライブやイベントが北海道に来ない、魅力ある施設が少ないなど、北海道は物足りない 

⚫ 都市化の方向性が若者の感覚とズレているため、計画に若者の意見を取り入れるべき 

⚫ 高齢者ばかりではなく、若年層や子育て世帯の減税、生活支援などを拡充すべき 

⚫ 公共交通機関の運賃が高く、不便なので、運賃の若者割引や増便・運行時間を拡大すべき 

⚫ 若い女性が安心して暮らせるよう、街灯の設置や見回り強化など、治安面での取組も重要  
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④ 星槎道都大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 27 日（木） 星槎道都大学 １号館１４０５教室 

〔参 加 者〕 経営学部経営学科 石山ゼミに所属する３年生 ９名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 特に女性は３次産業の企業に就職したいと思うが、首都圏の方が、女性が活躍できて働きや

すい、長く働ける好条件の企業を探しやすい 

⚫ 首都圏の大企業の多さや、ＳＮＳでの憧れなどから、首都圏の方が暮らしやすいと思い込んで

いるのではないか 

⚫ 北海道は１次産業のイメージが強いが、３次産業も活発であることを道内外に発信すべき 

⚫ ＳＮＳで、北海道は住みにくくないということや、北海道の魅力をもっと発信すべき 

⚫ ドラマや映画の誘致など、インパクトのある話題をつくり、自分のまちを誇れるようにすべき 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑤ 函館大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 12 月 10 日（水） 函館大学 １８７講義室 

〔参 加 者〕 商学部商学科に所属する３年生 １１名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 都会には、やりたい仕事があり、こどもにも質の高い教育環境を与えられるなど、ライフプラン

を考えると、自ずと都会を選択することになる 

⚫ 道内には、休日を充実したものにする非日常を味わえる場所やモノが少ない 

⚫ 地域の人たちが、学生に地域の魅力を発信できていないことも流出要因の一つでは 

⚫ 国の子育て支援制度に補助を上乗せするなど、地域で出産するメリットをつくってはどうか 

⚫ 函館や旭川など、札幌以外の中核都市の教育環境を充実させることも重要 

⚫ 地域は出会いが少ないので、道内各地で北海道版の恋愛リアリティショーをやってはどうか 
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⑥ 旭川市立大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 12 月 3 日（水） 旭川市立大学 短大校舎 ２５１講義室 

〔参 加 者〕 経営学部経営経済学科２年、保健福祉学部コミュニティ福祉学科２年、保健福祉 

学部保健看護学科１年の「あさひかわ学」を履修する学生 １１６名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ ＳＮＳの普及で都会の華やかな生活が身近に見え、憧れを抱き出て行く若者が増えている  

⚫ 若者に人気のＩＴ・クリエイティブ系の職種が少ないなど、地域には就職先の選択肢が少ない  

⚫ 女性のキャリアアップの機会や働き方の柔軟性、保育環境など、地域には女性が働き続けら

れる環境が整っていない 

⚫ 若者は自分の価値観に合った生き方を重視するため、仕事や子育て環境を整えるだけではな

く、地域の活動に参加しやすくする仕組みや、意見を反映できる場があることが重要  

⚫ 若者向けにインパクトのある政策を実行し、行政の積極的な姿勢を見せていくことが重要  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑦ 北見工業大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 4 日（火） 北見工業大学 １号館Ａ１０７講義室 

〔参 加 者〕 工学部地球環境工学科及び地域未来デザイン工学科に所属し 

地域産業論を履修する３～４年生 ２９名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 大学卒業後の就職先が少なく、就職先があったとしても賃金が低い 

⚫ 若者受けする娯楽施設や、買い物したい有名なお店、おしゃれなお店がない 

⚫ 広大な土地や一次産業を活かして、大企業の工場等を誘致し、雇用をつくる必要がある  

⚫ 小さな頃から郷土愛を持たせる取組や、地域に残りたいと思える給与水準の向上、子育て費

用の支援などが有効 

⚫ 地域に大学を増やすことで、若者が増え、結果として色々なお店が増えるかもしれない 
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⑧ 東京農業大学 北海道オホーツクキャンパス 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 4 日（火） 

東京農業大学 北海道オホーツクキャンパス ２号館ＡＶ教室 

〔参 加 者〕 生物産業学部自然資源経営学科 農業創生研究室所属の２年生 １８名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 普段のアルバイトは一次産業が主体で力仕事などが多く、地域の就職先は、女性は役場職員

やパート従業員ぐらいしか選択肢がない 

⚫ 公共交通の便が悪く、通学にも車が必要だが、ガソリン代の負担に加え、冬は雪で運転も大変 

⚫ 大企業の進出による地域での新たな職種の創出や、首都圏企業のテレワークを拡充して地域

でも働けるようにして欲しい 

⚫ 産休や育休が取得でき、取得後も戻りやすい、働きやすい環境づくりが必要  

⚫ こどもや若者、親にも嬉しい子育て支援を拡充し、他地域との差別化やＰＲが必要 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑨ 帯広畜産大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 28 日（金） 帯広畜産大学 総合研究棟Ⅰ号館４番講義室 

〔参 加 者〕 地域創生に興味のある学生 ９名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」について意見交

換を行いました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 進学や娯楽施設の少なさを理由に、地域から出ていくことは仕方ない。首都圏に憧れる若者

を北海道に残すのではなく、北海道に憧れる人を沢山入れる方向に注力した方が良い 

⚫ 本州からの教育旅行を受入れ、農作業などの口頭では伝わらない北海道の魅力を体験しても

らうことが重要。進路選択の際に、１度来たことがある地域は選択肢に入りやすい 

⚫ 地域での娯楽施設の整備は現実的ではない。仕事は農業で、首都圏にはたまに遊びに行けれ

ば満足するという人も多いと思うので、上京旅費を支援するなどの取組も効果があるのでは 

⚫ 進学で首都圏に出て行った友人は、大学で学んだことを活かせる仕事がないとの理由で戻っ

てこない。地域に働ける場所をつくることが重要 
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⑩ 北海道教育大学釧路校 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 12 月 18 日（木） 北海道教育大学釧路校 図書館グループ学習室① 

〔参 加 者〕 教育学部に所属し地域教育入門を履修する１年生 １０名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 地域には大学がない（少ない）ことから、高校卒業後は大学に進学し、地域から出ていくこと

が固定概念化しているのではないか 

⚫ 北海道は一次産業が多いが、男性の仕事との認識が強く、女性の就職先として考えにくい 

⚫ 道内の都会に簡単にアクセスできるようになると、道外に出て行かなくなるのではないか 

⚫ 進学等に伴い、地域から出て行く人がいることは仕方がないので、魅力ある職場づくりや、出

て行った人への就職先の情報提供など、地域に戻ってこられる環境づくりが重要  

⚫ 我々が教員になった際は、地域のことを学び、こども達に地域の良さを伝えていくことで、将

来的に地域から出て行く人を減らすことができるのではないか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑪ 釧路公立大学 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 11 月 6 日（木） 釧路公立大学 本館１２１教室 

〔参 加 者〕 経済学部に所属し専門演習Ⅱを履修する３年生  １９名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「若者・女性が地域から流出して

いる理由」や「若者・女性に選ばれる地域となるために必要な取組」についてグルー

プディスカッションを行い、検討結果を発表していただきました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 北海道には、中間レベルの偏差値の国公立大学がないなど、進学先が少ない 

⚫ 道内には閉鎖的な市町村が多いが、都会には女性の活躍の場が多いなど、現代に適応してい

る部分が多い 

⚫ 都会への憧れなどを理由とした転出を防ぐことは難しいので、若者向けの支援や子育て支援

の充実など、Ｕ・Ｉターンに向けた施策の拡充が重要  

⚫ 観光地としての魅力だけではなく、交通網や商業施設の充実など、住みたいと思ってもらえる

魅力づくりに注力すべき 
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女性からの意見聴取 

[1] 時 期  令和７（２０２５）年８月～１０月 

[2] 対 象  女性団体のほか、女性社員による異業種交流団体や 

地域の女性活動実践者など ８名 

[３] 内 容  女性活躍の課題等について、個別にヒアリングを実施 

テ ー マ 主 な 意 見 

女性活躍の 

課   題 

⚫ 家事時間の分担、男性の育休取得が進んでいない。特にサービス業。男性の

働き方が変わらないと女性までサポートできない 

⚫ 意図せず女性管理職に就く方が増え、権限をうまく使えなかったり、体力で

量を補うなど、いろいろなものを犠牲にして働く従来の古い考え方に、より一

層染まる傾向が見られる 

⚫ 地域だと働く環境（トイレや会議室）に都会にある本社との差を感じる 

⚫ 会議等の出席者は男性が多く、女性は少ないので、場慣れしづらい 

⚫ 男性の理解が重要で、男性上司こそ女性活躍の意味や意義を知るべきだが、

普及啓発のイベントへの参加が少ない 

⚫ 自分の住む地域の女性は強い気がするが、町議会議員などはすべて男性で

あり、男性を立てるところがあるのかもしれない 

ジェンダー 

ギャップの 

状   況 

⚫ 行政側にもジェンダーギャップがある。例えば防災会議の女性比率が低いと

ころでは、備蓄品に明らかに女性が必要とするものが入っていない 

⚫ 漁業でも女性の代表はいるが、漁協の役員にはいない。地元では女性の漁業

士が１名誕生した 

⚫ 最大のマイノリティである女性ですら活躍できていないこと、やらなくてはい

けない理由、企業の継続に必要なこと、経済的にメリットがあることを数字で

説明することが必要 

⚫ 学校現場に行くのは母親が多いことから、女性の教師、校長だと対話しやす

い面がある 

⚫ 男女ともに機会が与えられることで対応力が身につく 

女性就業率 

・男性育休 

⚫ フルタイムだと育児･介護が厳しい。育休に入ると職場に迷惑がかかるのでそ

こをサポートできる体制が必要 

⚫ 産休・育休から早く復帰するには何をしたらよいか、大企業の事例を中小企

業にも触れさせることが大事。費用のかけ方が違うだけで制度や仕組みは大

企業も中小企業も同じ 

⚫ 小さい企業も多いが商工会などを通じてもっと訴えるべき。そうしないと魅

力のない職場からは人が離れていく 

⚫ 民間への浸透が難しい。休業中の業務負担のサポートがないことが問題。お

金というより人材の補助が必要  

⚫ 自社では最近、男性が育休を取得できる流れになっている。普及のために

は、事例やエピソードを話してもらうのがよいと思う 

女 性 の 

人 材 流 出 

⚫ 自分も固定された人間関係から離れたくて出身地から移り住んだ 

⚫ 高校進学で子どもに付いて町を離れ、そのまま戻らない人もいる。教育水準

を考えるとやむを得ない 

そ の 他 
⚫ 北海道は札幌圏と地域のギャップが大きく、地域を分けて考えることも必要 

⚫ 行政にはつなぐ役割を期待している 
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地域おこし協力隊※からの意見聴取 
 

地域おこし協力隊との座談会 

〔日 程 ・会 場〕 令和 7 年 10 月 29 日（水） 北海道庁本庁舎２階 官民交流サロン「ＣＯＮＮＥＣＴ」 

〔参 加 者〕 道内外出身の女性の地域おこし協力隊員 ６名 

〔内 容〕 北海道の人口の将来見通しなどの概要説明の後、「女性に北海道に定着してもらう

ために必要なこと」や「道外の女性に北海道を選んでもらうために必要なこと」につ

いて意見交換を行いました。 

〔主 な 意 見〕 

⚫ 一次産業が盛んで、性別役割分業が根強い地域に住んでいるが、特に年配世代のジェンダー

バイアスに関する理解を深めるべき。まずは経営者たちが理解を深めないと進まない 

⚫ 地域に女性活躍のロールモデルになる方がいると、若い女性の転出減少につながるのでは 

⚫ １度行ったことがある地域は、移住先の候補になりやすい。価値観が変わりやすい学生の頃な

どは、原体験として残りやすいので、北海道に来てもらう、きっかけづくりがあった方が良い 

⚫ 移住者は周囲に身内や友人がいないので、子育て世帯の両親を応援する体制や声を掛ける

風土があると安心できる 

⚫ 移住者は収入面での不安があるので、雇用主が兼業に理解があるなど、地域で柔軟に活躍で

きる環境づくりが必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

道民意見提出手続 （パブリックコメント） 

[1] 募集期間 

令和７（２０２５）年１１月２６日～令和７（２０２５）年１２月２５日 

[２] 提出方法 

電子申請サービス、電子メール、郵便、ファクシミリ 

[３] 意見等の提出者数・提出件数 

６名 ・ 延べ１３件※２ 

※２ 案と直接関係がない意見４件、こどもの意見のうち、アンケート方式による回答の

１０件を除いた件数 
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用語解説 

本文中で「○○※」と表示した用語の解説。 

用語の後ろの数字は、当該用語が記載されているペ

ージ番号 

 

ア行 

アウトバウンド ３4,５３ 

日本から海外へ出かける日本人旅行客。 

アクティブ・ラーニング ２2 

教員による一方的な講義形式の教育とは異なり、

学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・

学習法の総称。学修者が能動的に学修することによ

って、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験

を含めた汎用的能力の育成を図る。 

アンコンシャス・バイアス ２５,７２ 

誰もが潜在的に持っている思い込みのこと。育つ

環境、所属する集団の中で無意識のうちに脳にきざ

みこまれ、既成概念、固定観念となっていく。 

医育大学 ３7,３8 

医師を養成する教育機関。道内三医育大学とは、

北海道大学、札幌医科大学、旭川医科大学の３大学。 

育成就労制度 30 

２０２７年（令和９年）から開始される外国人が日本

で特定の産業分野において就労し、その分野におけ

る人材を確保することを目的とした制度。 

医療圏 ３7,３8,７３ 

地域の医療需要に対応して、医療資源の適正な配

置と医療提供体制の体系化を図るための地域的な単

位。 

⚫ 第一次医療圏： 初期医療を提供する基本的な地

域単位。市町村を単位とし道内 179 圏域。 

⚫ 第二次医療圏： 入院医療サービスの完結をめざす

地域単位。道内 21 圏域。 

⚫ 第三次医療圏： 高度で専門的な医療サービスを提

供する地域単位道内６圏域。 

ウポポイ ３2 

民族共生象徴空間。2020（令和２）年７月、白老

町ポロト湖畔に誕生したアイヌ文化復興・創造の拠

点。愛称「ウポポイ」は、アイヌ語で「（おおぜいで）歌う

こと」を意味する。 

遠隔授業 ２2 

離れた場所にある教室を情報通信ネットワークで

結び、同時かつ双方向に行われる授業。 

 

 

オープンイノベーション ５7 

企業や研究機関が自社だけでなく外部の知識や技

術を取り入れ、新たな製品やサービスを創出する考え

方。多様な主体の連携により、研究開発の効率化や

社会課題解決を加速させる。 

オープンデータ ４3 

行政や企業などが保有するデータを、誰もが自由

に利活用できる形で公開する仕組み。機械判読可能

な形式で提供され、二次利用や商用利用も許可され

ることが理想。交通情報、統計、地図、環境データな

どが代表例で、透明性の向上や市民参加の促進、新

たなサービスやビジネスの創出につながる。社会課題

の解決や地域活性化を支える重要な基盤。 

温室効果ガス ５5,７1 

大気中の赤外線を吸収し、地表付近の大気を暖め

る効果をもつ二酸化炭素、メタンなどの気体。人間活

動による温室効果ガスの排出量増加により地球温暖

化が進行しているといわれる。 

オンディマンド（オンデマンド） ２１ 

ユーザの要求があった際に、その要求に応じてサー

ビスを提供すること。ユーザのリクエストに応じて、テ

キストや画像などのコンテンツを配信しているインタ

ーネット上の多くのデータ配信は、一般的に「オンデマ

ンド方式」といわれている。 

カ行 

介護ロボット ３9 

３つの要素（情報を感知、判断し、動作する）を有す

るロボット技術を応用し、利用者の自立支援や介護

者の負担軽減に役立つ介護機器。 

貝毒 ４6 

二枚貝などが有毒なプランクトンを摂取することに

より体内に蓄積する自然毒。 

学校運営協議会 ２3 

法律に基づき教育委員会により任命された委員が、

一定の権限を持って、学校の運営とそのために必要

な支援について協議する合議制の機関。 

関係人口 １０,１５,２９,３１,６５ 

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人

口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々

のこと。 

観光コンテンツ ５１ 

宿泊施設、ガイドツアー、観光地、アクティビティ、

地元Ｂ級グルメなど、観光の内容や中身。 
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観光のレジリエンス ５3 

観光を基盤とするコミュニティ、地域、または国が

自然災害、経済不況、公衆衛生危機、その他の混乱な

どの逆境に耐え、適応し、回復する能力。 

がん診療連携拠点病院 ３8 

全国どこに住んでいても「質の高いがん医療」が受

けられるよう、都道府県の推薦をもとに厚生労働大

臣が指定した病院。専門的ながん医療の提供、がん

診療の連携協力体制の整備及び患者への相談支援

や情報提供などの役割を担う。 

既存ストック ２１ 

ストック（stock）とは、「在庫、備蓄」の意味であ

り、「既存ストック」とは、ここでは、道路、河川、上下

水道、公園、学校、通信施設などの生活や産業活動を

支える基盤整備や公共施設、建物など、これまでに整

備された社会資本のこと。 

キャリアパス １8 

職歴を意味する「キャリア」と道筋を意味する「パ

ス」を組み合わせた言葉。従業員が目標とする職位や

職務に就くために必要な業務経験などの道筋。 

救急医療 ２０,３７ 

急性期の疾患等に対する医療。主に軽度の救急患

者に外来診療を行う初期救急医療、入院治療を必要

とする重症救急患者に対する二次救急医療、重篤救

急患者の救命医療を担う三次救急医療に区分。 

金融・資産運用特区 7,５5,７6 

国内・海外の金融・資産運用会社の新規参入や業

務拡充を通じて海外の投資資金も取り込み、スタート

アップなどの成長分野へ十分な資金が供給される環

境を実現するため、金融庁と意欲ある地域が協働し、

関係省庁と連携しつつ、金融･ビジネス・生活環境関

連の規制改革や英語対応等の行政サービスの充実な

ど必要な支援を実施し、金融・資産運用サービスの集

積・拡充と成長分野の発展を目指すもの。 

グランドハンドリング ３４ 

航空機の誘導、手荷物の搭降載、空港カウンター業

務などの地上支援業務。 

クリーンコール技術 ５5 

石炭を利用しながら、CO2 などの温暖化ガス、お

よび硫黄酸化物（Sox）などの汚染物の排出を削減す

る技術。 

クリーンラーチ ４9 

グイマツとカラマツを交配したグイマツ雑種 F1 の

一つ。カラマツよりも二酸化炭素吸収能力が高い、初

期成長が早い、真っ直ぐに育つ、木材の強度が優れ

ることなどが特徴。 

 

 

ケアラー ３6 

高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を必

要とする家族、友人その他の身近な人に対し、無償で

介護、看護、日常生活上の世話その他の援助を提供

する者。ケアラーのうち、18 歳未満の者を「ヤングケ

アラー」という。 

健康経営 ５8 

従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益

性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を

経営的視点から考え、戦略的に実践すること。 

健康寿命 ４０ 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生

活できる期間。 

「日常生活に制限があること」を不健康と定義し

「国民生活基礎調査（厚生労働省）」で得られたデータ

を基に算出している。 

公益的機能 ４9 

社会全体や環境にとって有益な機能。森林の有す

る公益的機能とは、森林の持つ様々な機能のうち、水

源かん養、山地災害防止、土壌保全、快適環境形成、

保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全、地球

環境保全など、木材等生産機能を除く諸機能のこ

と。 

合計特殊出生率 ６,１7,７３ 

その年次の 15～49 歳までの女性の年齢別出生

率を合計した値。一人の女性が仮にその年次の年齢

別出生率で一生の間にこどもを生むと仮定したとき

のこどもの数に相当する。 

交流人口 ３１,３４ 

観光やビジネスなどの目的を問わず、その地域に

訪れる人々。 

コンソーシアム ２3 

共同事業体。２つ以上の個人、企業、団体、政府か

ら成る団体で、共同で何らかの目的に沿った活動を

行ったり、共通の目標に向かって資源を蓄える目的

で結成される。 

コンテンツ ３３ 

文章、音声、映像、ゲームソフトなどの情報内容。近

年、アニメや映画などのコンテンツ制作を対象にした

投資や融資が行われるなどコンテンツ産業が注目を

集めている。 

サ行 

再生可能エネルギー ２,７,９,１4,４5,５5,５8,５9, 

６8,70,７6 

太陽光、風力、水力、波力、地熱、バイオマスなど、

永続的に利用することができるエネルギー源を利用

して得られるエネルギー。 
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在宅歯科医療連携室 ３9 

相談員（歯科衛生士等）を配置し、通院が困難な要

介護者の方々などに対する歯科保健医療に関する相

談対応や在宅歯科医療の提供に係る事前の調整な

どを行うとともに、地域における在宅歯科医療と医

科、介護サービス等との連携体制の構築を図る機能

を持つ機関。 

栽培漁業 ５０ 

一般的には、卵～稚魚までの最も弱い時期を人為

的に生産・育成して天然水域へ放流し、適切な管理を

行い、成長した魚をとる漁業。道では、稚魚までの育

成で共通する技術を利用する養殖業を加え、広義で

「栽培漁業」としている。 

サプライチェーン ７6 

原材料・部品などの調達から、生産、流通を経て最

終需要者に至るまでの一連のプロセス。 

産官学金労言 ８,９,８８ 

産業界、市町村や国の関係行政機関、教育機関、

金融機関、労働団体、メディアなど地域を構成する多

様な主体のこと。 

暫定２車線区間 ３4 

４車線以上での整備が計画された道路のうち、２車

線のみを暫定的に整備した区間。 

ジオパーク ３２、３３ 

地質学的に重要な地層や岩石の露頭（地層や岩石

が直接見られる場所）及び重要な地形など、地質遺

産を含む一種の自然公園。 

次世代半導体 １6,５９,７０ 

微細化等の技術により、情報処理能力がより一層

高められ、低消費電力な半導体であり、量子、AI（別

掲）などさまざまな分野に大きなイノベーションをも

たらす中核技術。 

自治体標準オープンデータセット ４３ 

全国の自治体が共通して公開することを推奨され

ているデータの集合。人口統計、公共施設、観光情

報、防災関連など、住民生活や行政サービスに関わる

基本的な情報が対象となる。形式や項目を標準化す

ることで、地域間の比較や民間事業者による利活用

が容易になり、新サービスの創出や政策立案の高度

化につながる。 

社会実装 ５7 

研究開発によって得られた知識・技術・製品・サー

ビスを、実社会で活用すること。 

 

 

 

 

周産期 ２０,３７ 

妊娠 22 週から出生後７日未満までの期間。 

⚫ 総合周産期母子医療センター 

第三次医療圏に整備するリスクの高い妊娠や高度

な新生児医療等を提供する医療機関。 

⚫ 地域周産期母子医療センター 

第二次医療圏に整備する比較的高度な周産期医

療を提供する医療機関。 

就職氷河期世代 ２5 

バブル崩壊後の就職が困難であった時期（一般的

に 1990 年代半ばから 2000 年代前半）に社会人

となった世代。 

首都直下地震 ７ 

東京圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県の

区域並びに茨城県の区域のうち首都直下地震対策

特別措置法施行令で定める区域）及びその周辺の地

域における地殻の境界又はその内部を震源とする大

規模な地震。 

生涯活躍のまち ３5 

活気あふれる温もりのある地域をつくるため、女

性、高齢者、障がい者、外国人など、誰もが居場所と

役割を持ち活躍できるコミュニティづくりを目指す考

え方。 

食育 ４8 

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選

択する力を習得し、健全な食生活を実践することが

できる人間を育てること。 

食クラスター活動 ４5 

産学官金の連携により、北海道の豊富な農水産物

資源を活用し、付加価値の高い商品を生み出し、国

内外に流通・販売し、また観光産業等との融合化を図

るなど、北海道ならではの食の総合産業の確立に取

り組むこと。 

新エネルギー ４２,５5 

技術的に実用段階に達しつつあるが、経済性から

普及が十分ではないエネルギーのこと。太陽光、風

力、バイオマス等を利用して得られるエネルギー。 

新興感染症 ４3 

最近新しく認知され、局地的にあるいは国際的に

公衆衛生上の問題となる感染症。 

森林由来クレジット ５5 

適切な森林管理による CO2 等の吸収量を「クレ

ジット」として国などが認証する制度。 

スタートアップ ５7 

一般的に先端的な技術や革新的なアイデア等を基

に短期間で事業化を目指す企業。 
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スタートアップ・エコシステム ５7 

企業や大学の研究機関、公的機関などがネットワー

クを作り、スタートアップを創出・育成していく環境。 

スマートシティ ４３ 

都市の抱える諸課題に対して、ICT 等の新技術を

活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）

が行われ、全体最適化が図られる持続可能な都市ま

たは地区のこと。 

スマート農業 ４8 

ロボット、AI、IoT 等の情報通信技術を活用して、

生産性の向上を図る農業。 

生成ＡＩ 10 

学習データを基に自動で画像や文章等を生成でき

るＡＩ。 

生物多様性 ５１ 

多様な生き物の豊かな個性とつながり。 

生物多様性条約では、全ての生物の間に違いがあ

ることと定義され、生態系の多様性、種間（種）の多

様性、種内（遺伝子）の多様性という３つのレベルで

の多様性があるとされている。 

性別役割分担意識 ２5 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を

決めることが適当であるにもかかわらず、「男は仕事・

女は家庭」等のように、男性、女性という性別を理由

として、役割を固定的に分ける考え方。 

設備容量 ４２,５5 

発電設備が、単位時間当たりどの程度の電力を発

電できるかを表した量。 

ゼロカーボン北海道 １０,１６,５５ 

道内の CO2 をはじめとする温室効果ガス排出量

と森林等による吸収量のバランスが取れ、環境と経

済・社会が調和しながら成長を続ける脱炭素社会。道

では、2050 年までの実現を目指している。 

せわずき・せわやき隊 １9 

地域の住民、高齢者や子育て経験者等のボランテ

ィア組織。こどもや子育て中の家庭に対する日常から

の声かけや身近で子育て支援を行う地域ぐるみの活

動組織。 

総合診療医 ３8 

幅広い診療に対応し、地域に暮らす人々の健康を

あらゆる面から支える医師。 

 

 

 

 

 

 

ゾーニング管理 ４9 

ヒグマの生息状況や人間活動等を考慮し、人とヒ

グマの空間的なすみ分けを目的として、奥山などヒグ

マの生息を優先する区域や、農地や市街地周辺など

の人間活動を優先する区域を設定するとともに、こ

れらの間に、ヒグマの出没抑制のための刈払いなど

を行う緩衝地帯を設け、それぞれの区域に応じた対

策を実施することで、あつれきの低減と地域個体群

の存続の両立を図るもの。 

タ行 

待機児童 １８,７３ 

希望する保育所などに入所申請したが、定員など

の関係で入所することができない児童。 

脱炭素化 ２,３５,４５,５５,６８,７６ 

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量と森林等

による吸収量が均衡すること。 

多文化共生 ３１ 

国籍や民族などの異なる人々が､互いの文化的差

異を認め合い､対等な関係を築こうとしながら、地域

社会の構成員として共に生きていくこと。 

多面的機能 ４8 

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好

な景観の形成、文化の伝承等農村で農業生産活動が

行われることにより生ずる食料その他の農産物の供

給の機能以外の多面にわたる機能。 

炭素貯留 ４8 

農地に施用された、たい肥や緑肥等の有機物の一

部やバイオ炭等は分解されにくい炭素となり長期間

土壌中に貯留される。 

地域医療構想 ３７,３８ 

医療のあり方や人口構造の変化に対応したバラン

スの取れた医療提供体制の構築を目指し、地域住民

に必要な医療を確保するための方向性を示すもの。 

地域おこし協力隊 ２９,３０,７４,８６,９５,１０３ 

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民

票を異動し、地域ブランドや地場産品の開発・販売・

PR 等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住

民支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地

域への定住・定着を図る取組。 

地域子育て支援拠点 １9 

地域において子育て親子の交流の促進や子育て等

に関する相談、子育て関連情報の提供、助言等の援

助を行う施設。 
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地域包括ケアシステム ３9 

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる

よう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に

提供されるシステム。 

データセンター ５9,６8,７０ 

サーバを仕切って複数の利用者に貸し出す、ある

いは顧客のサーバを預かるなどして、各種インターネ

ットサービスの提供やデータの保存、計算処理などを

行う施設。 

デジタル関連産業 １6,５9 

データセンター等のデジタルインフラをはじめ、イン

ターネット（クラウド）やシステム開発、ＡＩなど、デジタ

ル技術を駆使した事業・サービスを行う企業群。 

テレワーク ３１ 

ＩＣＴ（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効

に活用できる柔軟な働き方。本拠地のオフィスから離

れた場所で、ICT を使って仕事をすること。 

道民カレッジ ２6 

「学びたいという意思」を唯一の入学資格とする生

涯学習の学園。道内のいろいろな場所で開催されて

いる講座に参加でき、自分で学びたい講座を選び、

自分を高めるとともに、地域などで活かすことができ

る。 

特殊詐欺 ４2 

被害者に電話をかけるなどして対面することなく

信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の

方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取

る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード

詐欺盗を含む）の総称。 

オレオレ詐欺や架空料金請求詐欺、還付金詐欺な

ど多様な手口がある。 

特定地域づくり事業 ８5 

季節ごとの労働需要等に応じて、複数の事業者の

事業に従事するマルチワーカーに係る労働者派遣事

業等のこと。 

どさんこ・子育て特典制度 １9 

市町村や商店街等が連携し、子育て世帯が買い物

や施設などを利用する際に特典が受けられる制度。 

ナ行 

二地域居住 １５,２９,３１,６５ 

主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点（ホ

テル等も含む。）を設ける暮らし方。 

日本遺産 ３2、３３ 

地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・

伝統を語るストーリー。 

ハ行 

付加価値生産性 ５6,５7,７7 

従業者 1 人当たりの付加価値額 

フリースクール ２０ 

不登校の子供に対し、学習活動、教育相談、体験活

動などの活動を行っている民間の施設。 

ブルーカーボン ５6 

沿岸域や海洋生態系によって吸収・固定される二

酸化炭素由来の炭素。主要な吸収源としては、藻場

（海草・海藻）や干潟等の塩性湿地、マングローブ林が

あげられ、これらは「ブルーカーボン生態系」と呼ばれ

る。 

分散型リソース ４２,５５ 

比較的小規模で地域内に分散しているエネルギー

源の総称。創エネ、蓄エネ、省エネといったリソースに

分かれ、供給方法も電気か熱、将来的には水素もあ

り、機器単位でも複数機器の組合せでも使用可能。 

ヘルスケアサービス ５8 

健康の保持及び増進、介護予防等を通じ健康寿命

の延伸に資する商品の生産若しくは販売又は役務の

提供を行うこと。 

ほっかいどう応援団会議 ３１,６４,６５,８４,８５ 

北海道にゆかりや想いのある企業・団体や個人の

方の知恵や力を活用し、本道が抱える様々な課題を

解決していくためのネットワーク。 

北海道外国人相談センター ３１ 

道内在住の外国人を対象に、在留・行政手続、雇

用、住宅、医療、福祉等に関する相談への対応、情報

提供、適切な機関への仲介を行うワンストップ型の相

談窓口。 

北海道開拓の村 ３２ 

明治から昭和初期にかけて建築された北海道各地

の建造物を移築復元・再現した野外博物館。 

北海道強靱化計画 １０ 

大規模自然災害から道民の生命・財産と社会経済

システムを守るとともに、北海道の強みを活かし国全

体の強靱化に貢献することを目的として、関連する施

策を総合的かつ計画的に推進するための計画。 

北海道総合計画 ３,８,６８ 

長期的な展望に立って、道の政策の基本的な方向

を総合的に示すため、北海道行政基本条例に基づき

作成するもので、すべての道民がともに考え、ともに

行動するための指針となるもの。 
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ほっかいどう未来チャレンジ基金 ２８ 

北海道に貢献する意欲のある若者の海外挑戦を応

援するため 2016 年 12 月に設置した基金。道内外

の個人や企業等の皆様のご協力をいただきながら、

「学生留学」「スポーツ」「文化芸術」「未来の匠」の４つ

のコースを設け、様々な分野での海外留学を応援。 

北方領土隣接地域 ３7 

根室市、別海町、中標津町、標津町及び羅臼町の１

市４町。北方領土元居住者が多く居住している地域

であり、北方領土返還要求運動の発祥の地であると

ともに、この運動の拠点となる重要な地域。 

マ行 

マーケティング ４6 

自社の商品・サービスが顧客に届くまでの一連の

流れのなかで課題を見つけ、それを解決し、「売れる

仕組み」をつくっていくこと。 

マザーズ・キャリアカフェ ２６ 

マザーズ・コンシェルジュ（女性の就職支援カウンセ

ラー）が、一人ひとりのニーズに応じて女性のライフプ

ランや子育てを踏まえた働き方を含め、専門的な就

職カウンセリングを実施する。 

ミッシングリンク ３4 

連続性が欠けた部分を指し、ここでは、高規格道路

が未整備の状況であり、不連続となっている区間の

こと。 

むかわ竜 ３2 

2003（平成 15）年にむかわ町穂別稲里で発見さ

れた脊椎動物化石が、その後の調査によってハドロサ

ウルス科恐竜化石（通称：「むかわ竜」）であることが

判明。 

2019（令和元）年には、北海道大学総合博物館の

小林快次教授を中心とする研究グループによる比較

研究と系統解析の結果、新属新種の恐竜であること

が明らかになり、「カムイサウルス・ジャポニクス」とい

う学名を命名。 

メディカルウイング ３7 

医療機器等を装備し、医師及び看護師の搭乗を可

能とし、高度・専門医療を必要とする患者を医師によ

る継続的な医学管理を行いながら、高度・専門医療

機関へ計画的に搬送することを目的とする患者搬送

固定翼機のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

木質バイオマス ５6 

「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を

表す言葉であり、「再生可能な、生物由来の有機性資

源（化石資源は除く）」のことを呼び、そのうち、木材

に由来するものをいう。 

樹木の伐採や造材時に発生する枝･葉や未利用間

伐材などの林地未利用材、製材工場などから発生す

る樹皮やオガ粉のほか、街路樹の剪定枝や住宅の解

体材などがある。 

ラ行 

林業事業体 ６1 

森林所有者からの受託または請負等により、森林

の造成・育成や木材の生産などを行う森林組合、造

林業者、素材生産業者等の事業体。 

連携地域別政策展開方針 １1,８０ 

広域的な地域の区分ごとに地域振興を効果的に推

進するための「地域計画」として位置づけ、市町村や

民間の方々など多様な主体の参画を得て策定する計

画。 

総合計画が示す政策の基本的な方向に沿って、６

つの連携地域と 14 振興局の施策の展開方向や主な

取組を示すもの。 

ワ行 

ワーケーション ３１,６５ 

「ワーク（仕事）」と「バケーション（休暇）」を組み合

わせた造語。テレワーク等を活用し、職場とは異なる

場所で、余暇を楽しみつつ、仕事を行うこと。 

北海道では、本道の有するポテンシャルなどを活か

し、参加する人や企業のニーズにオーダーメイドで対

応する「北海道型ワーケーション」を推進している。 

英数 （ABC 順） 

5G ４4,７1 

超高速、超低遅延、多数同時接続という３つの特

性を有する第５世代移動通信システムであり、医療、

教育、農業、働き方改革、モビリティなど様々な分野

における活用が見込まれている。 

６次産業化 ４7,７7 

１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製

造業、３次産業としての小売業等の事業との総合的

かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新た

な付加価値を生み出す取組。 
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AI ３,７,１０,４４,４７,４８,４９,５０,５５，５６,５７,５９ 

６８，６９,７０ 

Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間

の知的活動をコンピュータに担わせることを目的とす

る技術や研究分野を指す。現在の中心技術は、大量

のデータから規則やモデルを導き出す「機械学習」で

あり、翻訳、自動運転、医療診断、検索エンジン、音声

認識など幅広い分野で活用されている。一般的には

「人間が知的と感じる情報処理を行う仕組み」として

理解され、社会や産業の基盤を支える重要な技術と

なっている。 

CIQ ３４,５３ 

Customs Immigration Quarantine の略。

国境を越える際の交通・物流において必要な手続で、

税関(Customs)、出入国管理(Immigration)、検

疫(Quarantine)を包括した略称。 

DMO ５１ 

地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇り

と愛着を醸成する地域経営の視点に立った観光地域

づくりの司令塔として、多様な関係者と協同しなが

ら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実

現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実

に実施するための調整機能を備えた法人。 

DX（デジタル・トランスフォーメーション） ７,４3, 

４４,５２,６８,６９,７０,８６ 

Digital Transformation の略。2004 年にウ

メオ大学（スウェーデン）のエリック・ストルターマン教

授が提唱した概念で、将来の成長、競争力強化のた

めに、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネス

モデルを創出・柔軟に改変することと定義される。 

ＥＣ市場 ４6 

EC とは"electronic commerce"（エレクトロニ

ックコマース=電子商取引）の略。商品やサービスを、

インターネット上に置いた独自運営のウェブサイトで

販売する電子商取引市場のこと。 

GAP ４7 

Good Agricultural Practice の略。農業生産

の各工程の実施、記録、点検及び評価を行うことによ

る持続的な改善活動であり、食品の安全性向上、環

境の保全、労働安全の確保等につながる取組。 

GX（グリーン・トランスフォーメーション） ３,７,１6, 

５５,６８,６９,７０,７６ 

Green Transformation の略。産業革命以来

の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリー

ンエネルギー中心へ転換すること。 

 

 

 

 

HACCP（ハサップ） ４6,４７ 

Hazard Analysis and Critical Control 

Point（危害要因分析重要管理点）の略で、食品の衛

生管理手法の一つ。製造における重要な工程を連続

的に監視することによって、一つ一つの製品の安全

性を保証しようとする食品衛生管理手法。平成 30

年（2018 年）に食品衛生法が改正され、HACCP に

沿った衛生管理が制度化された。 

ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ ４９ 

道産木材をＰＲするために道内の木材関連企業や

団体、研究機関、道を構成員とする「道産木材製品販

路拡大協議会」が立ち上げたブランド。ロゴマークや

キャッチフレーズは、趣旨に賛同する道産木材製品を

扱う企業等の届出により、無料で使用可能。 

ICT ２２,２４,２８,３７,３９,４９,５０,63 

Information and Communications 

Technology の略。情報通信技術。コンピュータや

インターネット、通信ネットワークを活用して情報を収

集・処理・伝達する技術の総称。従来の IT に通信の

要素を加えた概念であり、電子メールやオンライン会

議、クラウドサービス、IoT など幅広い分野に応用さ

れている。行政や教育、医療、産業において６３効率

化や利便性を高め、社会のデジタル化を推進する基

盤。 

IoT ４7,４8,５6,５7 

Internet of Things の略。「モノのインターネッ

ト」と呼ばれ、センサーや通信機能を備えたあらゆる

モノがインターネットを通じて相互に情報をやり取り

する仕組み。家電、車両、工場設備、医療機器など多

様な対象がネットワークに接続され、遠隔監視や制

御、データ分析が可能となることで、効率化や利便性

の向上、新たなサービス創出が期待される。スマート

シティやスマートホーム、産業の自動化などを支える

基盤技術。 

ＩＲ ５３ 

Integrated Resort の略。カジノ施設及び会議

場施設、レクリエーション施設、展示施設、宿泊施設そ

の他の観光の振興に寄与すると認められる施設が一

体となっている施設。 

Ｌ字カーブ ２5 

日本の女性の正規雇用比率を年齢階級別にグラフ

化したとき、25～29 歳でピークを迎えた後、30

代、40 代などは非正規雇用が中心で低下を続け、ア

ルファベットのＬのような形になること。 
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ＭａａＳ ４１ 

Mobility as a Service の略。地域住民や旅行

者一人ひとりの移動ニーズに対応して、複数の公共

交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせ

て検索・予約・決済等を一括で行うサービス。観光や

医療等の目的地における交通以外のサービス等との

連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決に

も資する重要な手段。 

Ｍ字カーブ ２5 

日本の女性の労働力人口比率（労働力率、労働参

加率）又は就業率を年齢階級別にグラフ化したとき、

30 歳代を谷とし、20 歳代後半と 40 歳代後半が

山になるアルファベットのＭのような形になること。 

QCD ５6 

製造業における「Quality, Cost, Delivery」（品

質、価格、納期）の略。 

RPA ４4 

Robotics Process Automation の略。ロボッ

トによる業務自動化。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０（ソサエティ５.０） ４3 

政府が提唱する未来社会のコンセプトで、狩猟社

会（1.0）、農耕社会（2.0）、工業社会（3.0）、情報社

会（4.0）に続く「超スマート社会」。AI や IoT、ロボッ

トなどの先端技術を活用し、サイバー空間とフィジカ

ル空間を高度に融合させることで、経済発展と社会

的課題の解決を両立させることを目的とする。少子

高齢化、地域格差、環境問題などに対応し、誰もが快

適で活力ある生活を享受できる持続可能な社会の実

現をめざす。 

Ｕ・Ｉターン、UIJ ターン ２９，３０,６１,７５ 

「Ｕターン」とは、地方で生まれ育った人が都市部等

で一度勤務した後に、再び自分の生まれ育った故郷

に戻って働くこと。 

「Ｉターン」とは、生まれ育った場所以外に転居、就

職すること。 

「Ｊターン」とは、生まれ育った故郷に近い地方都市

に転居・就職すること。 
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